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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第112期

第３四半期
連結累計期間

第113期
第３四半期
連結累計期間

第112期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 54,883 58,066 82,050

経常利益 (百万円) 3,116 2,336 6,706

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損益

(百万円) 2,098 1,399 4,607

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,164 1,718 4,835

純資産額 (百万円) 31,014 34,335 33,666

総資産額 (百万円) 57,109 59,748 62,654

１株当たり四半期(当期)純損益 (円) 233.33 155.66 512.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.1 56.2 52.6
 

 

回次
第112期

第３四半期
連結会計期間

第113期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純損益 (円) 99.16 48.71
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間における、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。

 
　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 
（電気設備工事業）

　前連結会計年度において非連結子会社であったFFJMP社（マレーシア）は、重要性が増したことに

より第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 
　この結果、2022年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社14社、関連会社２社によ

り構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

 当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、急激な円安の進行や物価上昇、新型コロナウ

イルス感染症の影響による景気の下振れ懸念があったものの、各種制限は行われず、経済社会活動

の正常化が進んだことなどから、緩やかに持ち直しました。海外においては、ウクライナ情勢の長

期化に伴う原材料及び資源価格高騰の影響による世界的なインフレが続いており、先行きは不透明

な状況となっております。

　当社グループの属する設備工事業界におきましては、資機材価格の高騰及び納期の長期化が続く

中、データセンター・半導体分野などにおける設備投資は引き続き堅調に推移しました。また、当

社が事業展開している東南アジアにおいても、新型コロナウイルス感染症に伴う各種制限が緩和さ

れたことに伴い、観光関連産業を中心に回復傾向が続きました。

　このような状況のもと、当社グループは、新型コロナウイルス感染拡大の防止に努めるととも

に、ＥＳＧ経営を軸としたマテリアリティ（重要課題）の実現、脱炭素化に向けた設備投資の取り

込みや好調な分野へのリソースの傾注などによる物量の確保、集中購買や計画発注等によるコスト

ダウン、海外事業の各拠点の状況に応じた事業構造の改革、生産性向上に向けた業務改善の徹底に

よる働き方改革の推進、ＩＴ関連や研究開発等への積極的な投資等を重点課題として、事業環境の

変化に柔軟に対応しながら引き続き競争力の強化に向けて取り組んでまいりました。

 当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は760億円（前年同期比32.9％増）、

売上高は580億円（前年同期比5.8％増）となりました。利益面では、資機材価格高騰の影響及び納

期遅れによる工程延伸、働き方改革の推進やＩＴ関連投資を中心とした経費の増加などにより、営

業利益は23億38百万円（前年同期比24.3％減）、経常利益は23億36百万円（前年同期比25.0％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は13億99百万円（前年同期比33.3％減）となりました。

　報告セグメントの工事分野及びセグメント別の状況につきましては、次のとおりであります。
　

報告セグメント 工事分野

[電気設備工事業]

（プラント工事業）

　社会インフラ工事、産業システム工事、発電設備工事、送電工事
 

（内線・建築工事業）

　内線工事、建築・土木工事、情報通信工事

[空調設備工事業] 産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事

[その他] 物品販売及び補修・修理等
 

 

[電気設備工事業]

　受注高は516億円（前年同期比26.0％増）、売上高は417億円 (前年同期比10.2％増)、営業利益

は16億60百万円（前年同期比11.7％減）となりました。

　受注高は宿泊施設の大型案件及び半導体分野を始めとする民間設備投資の需要を取り込んだこと

などから前年同期を上回りました。売上高は国内の内線工事及びカンボジアにおける大型商業施設

案件の工事進捗が堅調に推移したことから前年同期を上回りました。営業損益は資機材価格高騰の

影響及び納期遅れによる工程延伸、海外案件の採算悪化などの影響により前年同期を下回りまし

た。
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[空調設備工事業]

　受注高は229億円（前年同期比55.2％増）、売上高は151億円（前年同期比4.9％減）、営業利益

は３億32百万円（前年同期比61.8％減）となりました。

　受注高は半導体分野の大型案件を取り込んだことなどから前年同期を上回りました。売上高は前

期に医薬・医療分野の大型案件があったことなどから前年同期を下回りました。営業損益は資機材

価格高騰の影響及び納期遅れによる工程延伸、当期の大型低採算案件及び前期の高採算案件などの

影響により前年同期を下回りました。

 
[その他]

　受注高は14億円（前年同期比0.4％減）、売上高は11億円（前年同期比8.7％増）、営業利益は３

億45百万円（前年同期比2.9％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ29億円減少し、597億

円となりました。主な要因は受取手形、完成工事未収入金及び契約資産の減少（56億円）、電子記

録債権の減少（25億円）、預け金の増加（49億円）であります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ35億円減少し、254億円となりました。主な要因は支払手形・

工事未払金等の減少（18億円）、未払法人税等の減少（15億円）、その他に含まれる未払費用の減

少（6億円）及び未払消費税等の減少（5億円）、契約負債の増加（7億円）であります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ6億円増加し、343億円となりました。主な要因は親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上（13億円）、為替換算調整勘定の増加（3億円）、配当金の支払

（11億円）であります。 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は36百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,400,000

計 14,400,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,026,561 9,026,561
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

計 9,026,561 9,026,561 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年12月31日 ― 9,026 ― 1,970 ― 1,801
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿

による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―普通株式
 33,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

89,638 ―
8,963,800

単元未満株式
普通株式

― ―
29,161

発行済株式総数 9,026,561 ― ―

総株主の議決権 ― 89,638 ―
 

 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権 2個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株、証券保管振替機構名義の株式が40株が

含まれております。

 

② 【自己株式等】

2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

川崎市幸区堀川町
５８０番地

33,600 0 33,600 0.37

計 ― 33,600 0 33,600 0.37
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(2007年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法

施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月

１日から2022年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,426 4,714

  受取手形、完成工事未収入金及び契約資産 31,605 25,910

  電子記録債権 5,551 3,020

  未成工事支出金 842 1,491

  材料貯蔵品 172 185

  預け金 12,136 17,051

  その他 1,737 2,079

  貸倒引当金 △148 △135

  流動資産合計 57,324 54,317

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 1,194 1,339

   機械、運搬具及び工具器具備品 2,865 2,912

   土地 462 462

   リース資産 1,448 1,448

   減価償却累計額 △3,432 △3,490

   有形固定資産合計 2,537 2,673

  無形固定資産   

   ソフトウエア 377 337

   その他 68 55

   無形固定資産合計 445 393

  投資その他の資産   

   投資有価証券 511 499

   長期貸付金 78 80

   退職給付に係る資産 97 117

   繰延税金資産 1,150 1,143

   その他 544 525

   貸倒引当金 △36 △2

   投資その他の資産合計 2,346 2,364

  固定資産合計 5,330 5,431

 資産合計 62,654 59,748
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 18,224 16,403

  短期借入金 191 196

  未払法人税等 2,081 531

  契約負債 2,170 2,922

  完成工事補償引当金 124 124

  工事損失引当金 55 214

  その他 3,618 2,648

  流動負債合計 26,466 23,042

 固定負債   

  繰延税金負債 5 41

  長期借入金 - 21

  退職給付に係る負債 1,011 901

  リース債務 1,026 952

  その他 478 452

  固定負債合計 2,521 2,370

 負債合計 28,987 25,412

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,970 1,970

  資本剰余金 6,636 6,636

  利益剰余金 24,380 24,616

  自己株式 △30 △30

  株主資本合計 32,957 33,192

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 97 87

  為替換算調整勘定 △112 273

  退職給付に係る調整累計額 △1 18

  その他の包括利益累計額合計 △15 380

 非支配株主持分 724 763

 純資産合計 33,666 34,335

負債純資産合計 62,654 59,748
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 54,883 58,066

売上原価 46,422 50,068

売上総利益 8,460 7,998

販売費及び一般管理費 5,373 5,660

営業利益 3,087 2,338

営業外収益   

 受取利息 11 4

 受取配当金 10 30

 保険解約返戻金 15 2

 その他 48 36

 営業外収益合計 85 73

営業外費用   

 支払利息 44 47

 為替差損 - 7

 コミットメントフィー 8 8

 その他 3 11

 営業外費用合計 56 75

経常利益 3,116 2,336

税金等調整前四半期純利益 3,116 2,336

法人税等合計 1,010 959

四半期純利益 2,106 1,376

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

7 △22

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,098 1,399
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 2,106 1,376

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 10 △10

 為替換算調整勘定 7 331

 退職給付に係る調整額 40 20

 その他の包括利益合計 58 341

四半期包括利益 2,164 1,718

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,172 1,795

 非支配株主に係る四半期包括利益 △7 △77
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

前連結会計年度において非連結子会社であったFFJMP社（マレーシア）は、重要性が増したこと

により第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 
(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以
下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定
会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める
新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える
影響はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(E00273)

四半期報告書

12/20



 

(四半期連結貸借対照表関係)

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契

約を締結しております。

当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

貸出コミットメントの総額        7,000百万円       6,400百万円

借入実行残高           ―百万円          ―百万円

差引額        7,000百万円       6,400百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

   売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動

があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）、のれんの償却額は、次の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日
 　 至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

   至　2022年12月31日）

　　  　減価償却費           312百万円           342百万円

      　のれんの償却額            21百万円            12百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月21日
取締役会

普通株式 809 90.00 2021年３月31日 2021年６月７日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月25日
取締役会

普通株式 1,169 130.00 2022年３月31日 2022年６月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(E00273)

四半期報告書

14/20



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
電気設備

工事業

空調設備

工事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 37,864 15,964 53,829 1,054 54,883

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 37,864 15,964 53,829 1,054 54,883

セグメント利益 1,881 870 2,751 335 3,087
 

 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。

 
　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計電気設備
工事業

空調設備
工事業

計

売上高      

一時点で移転される財
及びサービス

7,890 3,882 11,772 952 12,724

一定の期間にわたり
移転される財及びサー
ビス

29,974 12,082 42,057 102 42,159

顧客との契約から
生じる収益

37,864 15,964 53,829 1,054 54,883

外部顧客への売上高 37,864 15,964 53,829 1,054 54,883
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサービ
ス部門を含んでおります。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
電気設備

工事業

空調設備

工事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 41,737 15,182 56,920 1,145 58,066

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 41,737 15,182 56,920 1,145 58,066

セグメント利益 1,660 332 1,992 345 2,338
 

 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。
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　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
   (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計電気設備
工事業

空調設備
工事業

計

売上高      

一時点で移転される財
及びサービス

5,380 2,668 8,049 1,007 9,057

一定の期間にわたり
移転される財及びサー
ビス

36,356 12,513 48,870 137 49,008

顧客との契約から
生じる収益

41,737 15,182 56,920 1,145 58,066

外部顧客への売上高 41,737 15,182 56,920 1,145 58,066
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサービ
ス部門を含んでおります。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のと

おりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 233.33円 155.66円

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,098 1,399

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

2,098 1,399

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,993 8,992
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

２０２３年２月１０日

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

取締役会  御中
 

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大   屋　 　誠 三 郎  

     

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大   貫　 　一　 紀  
 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社の２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の第

３四半期連結会計期間（２０２２年１０月１日から２０２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結

累計期間（２０２２年４月１日から２０２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社及び連結

子会社の２０２２年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の

経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正

に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求め

られている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連

結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連

する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価

する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しており

ます。
    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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